
特集・新市民と自治

新市民自治組織にみられる

行政への新しい対応

佐藤俊一

Ｉ はじめに

住民の行政への接触は,通常２つのルートがとら

れている。1つは市・区への市民相談あるいは街

頭巡回相談,市長への手紙というような住民個人

と行政との直接的接触であり，他は自治会・町内

会組織を媒介にした間接的接触である。住民にと

り前者は非組織的関係であり，後者は組織的関係

である。そして，その両者が直接性×非組織性と

間接性×組織性というかたちで固定的に対峙する

なこら，発生する問題解決のため，そこから２つの

流れが生せざるをえないであろう。すなわち，１

つは行政効率の点から一方への傾斜と他方の空洞

化であり,他は固定性をうち破り直接性×組織性

を獲得せんとする運動＜新しい住民運動・組織の

発展！＞である。新しい住民運動の問題は別とし

て，住民と行政のいずれの側からも、それぞれの

立場からではあるが，行政効率上自治会・町内会

組織が重視されてきたことはいなめない事実であ

る。しかも住民と行政は,自治会・町内会という

単二媒介項によって関係しているのではなく，連

合自治会やいわゆる市連・区連を媒介に結びつい

ているのである。いままで住民と行政のあいだに

介在するそれらの組織に、スポットがあてられる

ことが少なかったといえる。そこで左近山団地

＜旭区＞・たまプラザ団地・新荏田分譲地＜緑

区＞を調査地点とし,そこの自治会役員ならびに

市・,区の関係職員の事情聴取から、間接性×組織

性というかたちでの住民と行政の関係，それぞれ

の段階における媒介組織の機能・性格の一端をあ

きらかにしたいと思う。

2 タテ割行政における行政意思のルー

ト
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タテ割行政については，過去幾度となくのべられ

てきている。横浜市におけるその問題点について

は，さしあたり「住民組織と自治意識に関する実

態調査」＜横浜市総務局調査室，1965・4＞や「住民

組織はこれでよいのか!」く横浜市従自治研究事務

局，1967・6＞をみていただくとして，行政意思が

どのような下降経路をえて住民に達するかを少し

くわしくのべてみるならば以下の通りである。

まず定例的に毎月10日，市総務課のもとに区長会

がひらかれ，課がとりまとめた各局の業務・事業

め趣旨・方針の大まかな説明が，14区区長になさ

れる。つぎに総務課とは横の連絡をそれほどもた

ぬままに,市市民課のもとに毎月12日定例的に横

浜市連合町内会連絡会＜以下市連とする＞がもた

れる。構成メンバーは1４区の区連会長で，それに

市民課係長以上の職員が参席する。市連は夕テマ

エとしてはあくまで民間組織であるので，座長は

市連会長がとることになる。そこでは通常＜表・

１＞のような案件が市側から提示される。広報は

市民局の依頼で各自治会・町内会に日本通運が直

接配達している。その他のポスター・チラシ等の

PR物件も市連の承認をえて，広報と同じ取り扱

いをすることになっているが，配達費用の不足か

ら多くは市・区が送付せざるをえないという。ま

た随時に各局から業務・事業の依頼があった場合

は，市連に局担当者の出席を願い，趣旨・方針の

説明がなされる。その他募金業務の依頼や防犯協

力員，保護司等数えきれぬほどの行政協力員の選

定依頼があるが，それらは市連を通らず，直接区

連合町内会長連絡会＜以下区連とする＞にもちこ

まれるのである。そして市連と同じ議題が，毎月

14日定例的に開かれる区市民課課長会にかけら

れ，趣旨・方針の説明がなされるのであるが，区

市民課は実際の業務を担当することになるので，

単にそれだけでなく費用の問題や事務上り技術的

な点まで論じられる。ついで区市民課係長会がも

たれ，課長会の論議が一層詳細にされる。さらに

毎月16～21日のいずれの日にか，区連が定例的に

ひらかれる。この区連会長が自動的に市連メンバ

ーを構成するように,地区連合自治会・町内会長

が自動的に区連メンバーを構成し，そこに区長と

図１

表－1　通常市連を通過する案件
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区市民課職員が参席するのである。そこでは区連

会長が議長となり，市連から送付されてきた案件

や区ならびに市各局の出先機関が独自に計画した

事業などについての説明を区市民課からうけるの

である。ここで了承された案件は,各連合自治会・

町内会長の手により地域にもちかえられ，単位自

治会・町内会長により構成される地区連合自治会

にかけられることになる。しかし実態は必ずしも

地区連合自治会会議がもたれているわけではなさ

そうである。美しヶ丘連合自治会は,後述するよう

に非常に特殊な事態にあるめで，左近山連合自治

会を例にとると，①単位自治会長は，それぞれ職

をもちかつ自治会の仕事にたずさわっているた

め，単に区連の報告をうける連合自治会会議には

出席する時間的余裕がない,②行政協力員選定事

項以外は，区連での区の説明よりもより詳細に直

接単位自治会に連絡があるので連合自治会から単

位自治会へというルートで報告する必要がない場

合が多い，③区連での説明や論議が形式的である

ので，連合自治会長自身も区の話しにそれほど責

任があるとは感ぜず，多くは会長自身の腹におさ

めておく，ということで連合自治会会議が区連四

報告のためもたれることは滅多にないという。そ

れが独自にもたれるのは，むしろ単位自治会から

地域の問題を提案された時や，地域で事業を行な

うという関係で催さざるをえない時で，その時点

での会合が区連の報告会にかえられているとい

う。

このようにしてみると，行政意思のルートは大き

く２つに分れることがわかる。１つは実際上の行

政事務を本来担当しかつ依頼した場合も実質的に

それを担う組織へのルートであるところの市市民

課・総務課→＜区長会＞→区市民課＜課長会・係

長会＞→単位自治会・町内会という経路である。

今これを実質的行政意思のルートとよぶなら，他

方の市市民課→市連→区連→地区連合自治会→単

　位自治会・町内会どいうルートは、行政意思の側

　からみれば儀礼的あるいは触媒的ルートとよびう

　るであろうう。

　ところで横浜における「町内会組織の３段階制

　＜一般自治会・町内会ー地区連合町内会一区連合

　町内会長協議会・市連＞は強力な組織として，他

　の大都市では例をみないほどである。」＜調査季報

　No・10，P,64＞とされているが,たしかに一般的に

　は過去における地縁的な町内会組織が，選挙母体

　として機能したり、天下り的タテ割り行政の下請

　機能をはたしてきたといえる。そうした事態を打

　破しようとする試みがなされたにもかかわらず，

　それらの組織はあいもかわらず市行政の下請機能

　をはたしているという市職員の意見の根拠は、す

　なわち行政改革をはばむものは何であるかという

　ならば，①行政の多様化と機能分化，そこからく

　る行政意思の分化はそのまま真に末端の個人まで

には貫徹できないというととーそれがなしうるに

　は相当暴力的に社会が再編されねばならぬである

　う一から，いずれかの段階で分化した意思の集約

　が必要となり，それが市・区市民課の＜住民対策し

　総務課・雑務課＞化を促すと同時に，住民組織の

　発生を触発し，しかも包括的な下請機能を営ませ

　る契機となっていること，②現在自治会・町内会

　組織は圧倒的に住民を把握していること。「自治

　会・町内会実態調査報告書」＜横浜市民局，197O・

　3＞によれば，自治会・町内会およびそれに類す

　る団体はl642で，それへの加入世帯は508,949で

ある。そしてそれは加入率にすると，区域内で

　90.7％,全市では86.2％にあたる。また連合町内

　会数は128で，それへの単位自治会の加入率は

　98.7%である。③一方で行政が機能分化し、他方

　で住民組織がこれほどの人間を把握している時,

　行政効率上この組織の利用に魅力を感じないとす

　ればうそであろう。だから住民組織は非公式の行

　政補完組織，利用手段であると語る市職員の意識
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は、長い間の行為の結果であり，そうした意識が

沈澱して利用するという行為を行政が自明のもの

としていること，④その他いわゆる３割自治のな

しえぬ面を住民組織がその経済力や組織力でもっ

て自給自足していることなども下請機能を強める

契機になっているであろうが，いずれにしても以

上のようなことが行政の第１のルートによる住民

との結びつきを強め、行政意思の実質的経路たら

しめているといえる。

生民組織をみると，昭和35年４月に広報委員会が

解消して連合町内会広報部会が発足している。そ

のことは逆に自治会・町内会が全市的に組織化さ

れたことを意味している。そして昭和35年度以降

横浜市の人口が急増していることは，従来の自治

会・町内会組織内め人口流動はゆるやかで，地縁

性がいまだ強かったといえる。そのような事態に

ある底部の自治会・町内会の上に，それを母体と

したいくつかの互選代表組織をつみあげればあげ

るほど，地域ボスの選出経路となるであろう。し

かしつみあげられたその組織は，行政意思からみ

れば実際の業務を担当・遂行する組織体ではない

のである。だからといって，母体からのつみあげ

による垂直的経路である以上，その頂点を通さず

しては事務がズムースにいかない。だから実際の

業務は自分がやるわけでないから市連・区連に頭

を下げておいた方がよいという意見が出たり,

「仁義を切っておく」＜市労連情報，No.4，70・

10･15＞ということになるわけである。この意味

で第2ニのルーﾄは，行政意思からみれば儀礼的ル

ートであリ、母体たる自治会・町内会への業務依

顔がメムースに行なわれるようこ利用する触媒的

ルートであるといえる。

現在，行政意思はこの２つのルー卜をとらざるを

えぬとしても、問題がないわけではない。例えば

募金の側面からではあるが「市内のあちこちには

連合町内会の権威に服しない自治会・町内会が現

われている。今後ますますそうした事例は出てく

るであろう。35年にできた市連・区連を頂点とし

た連合町内会組織は，大都市における行政と住民

の媒介項として，たぐいなきものだと思われてき

た。しかし横浜の激しい都市化は，はやくも，こ

うした住民組織が万能でないことを示そうとして

いるようである。」＜調査季報，No.10,P,66＞と

され，また住民との対応の一般的側面からも「最

近の宅地開発による団地自治会や新開発地域にお

ける町内会の誕生は既成自治会・町内会組織と異

ったゆき方をとり，連合地域体系の一本化に不安

定を与えている。役所には簡単には協力してくれ

なくなった。」＜同上，P,22＞としており，区市

民課職員からの事情聴取においても全く同様の声

がきかれたのである。その住民組織のルートを，

新興団地である左近山とたまプラーザを中心とし

た実態からさらにくわしくみていきたいと思う。

３ 市連と区連

市連・区連の構成は，区内の各連合自治会長が区

連メンバーとなり，区連会長が市連を組織する。

区連役員め任期は２年なので，2年ごとに市連メ

ンバーの変動がみられることになるわけである

が，実際には死亡や老令で出席できないという以

外にはほとんど変化はみられず，そのメンバーの

多くが横浜での居住年数が長く，戦前からの地域

活動家であるという。そして下位組織からの互選

形式で市道メンバーが構成されるため，市会議員

になるよりむずかしいといわれているらしい。そ

のことは長くじみちな地域活動が互選への要件と

なってきたということであろうし，構成メンバー

の変化がみられないということは，下位の区連段

階においても、その構成上，新旧の量的変化がも

たらされてないとみることができる。それは調査
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地点の自治会役員に市連・区連について聴取して

も、区連にはある程度の知識と理解をもちなが

ら，市連についてはそのような組織が存在するこ

とも知らなかったり，知っていても名称だけであ

るということからもうかがいしることができる。

そのことは調査地点の住民がここ4～５年前に横

浜に移転し,1～２年前に自治会を結成したばか

りであるということにもよるであろう。しかし聴

取者が市連について説明しても、格別批判的反応

があるわけでもなく，単位自治会とは全く無関係

の組織であり，これから市連が存続しても地域ボ

ス集団でしかなかろうというつきはなしかたをし

ていた。そもそも市連・区連は，市が連合町内会

を組織する過程で「要はいかなる方法によって役

所が地域自治団体を援助し，いかにして役所に協

力し易い地域自治団体を育成するか」＜住民組繊と

自治意識に関する実態調査,P,28＞というねらいで

つくられ，その延長として現在あるがゆえに，形

式的には民間組織でありながら実質的には行政上

の外郭団体としてあるといえる。市連・区連の事

務局が市・区にあるのは，その性格をよぐ物語っ

ている。したがって市連・区連は行政意思の側か

らは意義づけえても、住民の側から意義づけるこ

とは非常にむずかしい。しかも周辺区を中心に，

人口の急増にともない開発新興地域が拡大してい

る現在，市連・区連は行政意思の儀礼的・触媒的

機能をはたしえているか疑問なしとしない。区市

民課職員の「団地や開発地域の住民は行政に非協

力的である」という声は，むしろそうした機能を

はたしていないという積極的判断を可能ならしめ

るものであるかもしれぬ。では市連は住民組織と

の脈絡でどのようにとらえたらよいであろうか。

それは区連の実態からその一端をしることができ

る。

調査地点区をみると，現在旭区連は９連合自治

会，緑区連は10連合自治会から構成されている。

両区連とも1～2の連合自治会を省いては，旧来

　からの連合自治会で，それにそってメンバーもほ

　とんど旧来から変ってないという。メンバーの年

　令をみると最低は50才前後で最高は80才に手のと

　どく人もおり,平均70才前後である。そのような

区連に新興団地の連合自治会長が出席した時の第

　一印象は＜御客様＞ということであり，横浜に移

　転してまもない若造が，何か地域のことがわかる

　かという<よそ者>扱いり視線を感じるという。

　それは区連の運営に最もよくあらわれている。会

　議は市・区に協力するという前提にあり，ほとん

　どすべての案件がなんらの討論もなく了承されて

　いく。また区の方もそれを前提にし業務（事業の

　趣旨・方針を提出してぐる。だから新連合自治会

の代表が論議をにつめようとしても、いっこうに

　進展せずかえって白眼視されるという，この区と

　区連のなれあいは，「区万四職員は旧来のメンバー

に対しでは了承を求めるという態度で接するが、

私には説得しようという態度で接してくる」とい

　う，美しケ丘連合自治会長の言葉に如実にいいあ

　らわされている。もう少し運営の実態をみると，

　区連は各々規約をもち，そこには「会長は,本会

　を代表し会務を掌握する」＜旭区区連規約第４条＞

　「この会の会議は会長これを招集し議長となる」

　＜同第８条＞と定められている。しかし必ずしも

　議長は区連会長がとるようになってはいない。連

　合自治会長にそれぞれ防犯協会長といった地域の

　任意組織の会長職が分配され，相互の権威を傷つ

　けないため部門別の問題に対しては，その部門の

　会長職にある者が随時議長の役割をもっという

　このように権威の平等が相互承諾されているから

　こそ，会議の論議も是々になるのであろうが,も

　しそれだけであったならば，区連は長老的地域活

　動家の定例的なお茶のみ会でしかないであろう。

　それだけなら，下位の住民組織にとも区連はあ

　ってもなくてもよいものになる。だから左近山連
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　合自白治会が区連に加盟しでも直接的な利益は現在

　ないが，他の地域や自治会の状況を知ることがで

　きるというメリットがあるから，いちおう顔を出

　しているという意見が,区連の存在理由として最

　も妥当なところになるであろう。だが単に「区内

　各連合自治会・町内会相互の連絡を緊密にすると

ともに，区内の発展をはかる」＜同第２条＞活動に

　区連の存在基盤があるわけではない。

　区連規約には，事業として「1,区内の各連合自

　治会。･町内会の連絡調整並びに区内の他の団体と

　の連絡に関すること、2,各連合自治会・町内会

　長から提出lされる広報連絡事項および行政機関よ

　りの広報伝達協力に関すること，3,その他この

　会の目的達成に必要なる事項」＜同第9条＞と定

　めているが，そめ３にかけて市・区のほどんどす

　ベての行政的業務の依頼・事業遂行のための協力

　事項・行政協力員の選定依頼が区連を媒介すると

　いってよい。先にのべたように，依頼業務・事業

は市連から送付されてきたものや区ならびに市各

　局の出先機関の独自の案件があるが，それらは協

　力という前提のもとに、ほとんど反対論議心なし

　に了承されてゆくのである。そこで残るのは行政

協力員の選定であり，それに区連の存在基盤があ

るといってよい。自治会・町内会が市・区に協力

している各種団体は＜表２＞にみるとおりである

が，まずその数の多いのに驚く。その実態につい

ては別稿をもうける必要がある。その多くの団体

の役員選出に対しては区連が推薦をなし，それが

そのまま下位組織にもちこまれて確定するとい

う。だから区連が実質的に選定をなすことになる

が，それは区連の長老達がそれだけ地域の人間と

その脈絡を把握していることを意味する。行政単

独では決して消化しきれないわざである。だから

こそ，行政上の業務・事業の依頼・実施について

の行政意思の実質的ルートは，区市民課から各単

位自治会・町内会へとありながらーその面での住

民組織としての市連・区連は儀礼的・触媒的ルー

トでしかないにもかかわらず一行政意思が市連・

区連を排除しえない根拠があるといえる。逆に区

連は地域の人脈を把握しているからこそ，単に長

老のお茶のみ会ではなく，行政に隠然たる力をも

つのである。そして行政との接触により，個々の

住民に先んじで情報を仕入れ，しかもその情報を

独占する時，区連は下位の住民ならびにその組織

表－２　町内会・自治会が市・区に協力している主な団体・組織

＜注＞　ごれは，旭区と緑区を中心にみたもので，他の区と比較してみると増減がでてくる。

　　　　番号に○印がついているものは、外郭団体で，○印のないものは市・区の付属機関である。なお◎になる

　　　　ものは，市・区の職員が外郭団の役員になっているものである。
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に対して，情報操作と地域人事御調整という＜元

老的＞性格をもつことになるのである。しかしそ

うした元老政治による地域の支配がそれほど強固

であるとは即座にはいえない。なぜなら、①地域

の人口移動が非常に流動的になっていること，②

地域内に，地縁関係のまったくなくかつ非常に閉

鎖的な，それゆえ同化しにくい団地が多発してい

ること，③左近山団地の自治会役員のなかには、

市・区が多くの行政協力員を設けることは，住民

の行政参加として評価する声もあるが，それは自

治会が行政協力員の受けいれを取捨選択している

からであろう。また受けいれた場合でも、団地内

の人脈がつかめてないので，多くは自治会組織の

専門部役員が行政協力員を兼任しておりかつあま

り機能してない事態がでてきていること，④行政

上の連絡事項・情報は，広報等によって住民に直

接知らされるようになったこと，以上のことは，

元老の地域人事の把握と情報操作への障害物をう

みだしつつあるといえる。その結果どのような変

化が，市連・区連にもたらされるかについては今

語りえないとしても、開発新興地域のメンバーが

加わってきたごとにより，新旧のずれがでてきた

ことは注目すべきである。だが現在機能している

市連・区連は，いずれにしても地域住民の共同事

業の主体や共同利害の調整・代表組織とはいえな

いであろう。むしろ後述するように，その性格が

逆に強い新興団地を母体とする連合自治会と区連

のあいだは一線が画されているように思う。した

がって，単位自治会→連合自治会→区連→市連と

いう経路は，新興団地住民の意思の行政意思への

代表・反映ルートとはいえないであろうし，そこ

のべたように直接性×組織性という新しい住民運

動が，とるべき方向の１つであろう。しかし一般

に住民運動が形成される場合は,問題の緊迫性が

要求され，そこで人的関係が流動化し再編される

時である。したがって速断はなしえないが，日常

的要求を吸収・代表し、いちおうの人的関係もで

きあかっている既成の自治会・町内会が，そのま

まの姿で住民運動の主体として登場してくること

は少いであろう。むしろ組織の力を背景にして，

市・区の関係機関と直接折衝をしたり，有力者・

有力議員を媒介とするルートをとるであろう。調

査地域内の自冶会役員の多くは，それが良きルー

トとは思わぬが、問題解決には最もてみじかな方

法であって，通常はそのプレートを使用していると

答えている。ただ注意しておかねばならぬこと

は，そのルートの有効性は、単に組織力だけでな

く、リーダーの社会的知名度や顔の広さにもよる

ごとである。いずれにしても、以上のことからす

れば自治会・町内会ならびに連合自治会組織は圧

カ集団の性格をもつといえる。ことに団地は，保

育・教育問題，通信・交通問題と最も日常的であ

るがゆえに最も基本的な問題を，ネガティブな緊

迫性をもって集団的にかかえているため,そこに

成立する自治会は要求集団とならざるをえない

そして団地自治会が解決集団として機能する時に

は，組織がネガティノブな人間関係を基盤にしてい

るため，圧力集団的性格をもたざるをえないので

ある。このような性格をさらに調査地点における

連合自治の実態からさぐってみる。

には住民と行政との関係における既成の間接性×

組織性は成立していないといえる。住民の日常的

要求を行政に反映させる既成のルートたる直接性

×非組織性と間接性×組織性のいずれもが機能し

てない時に，住民のとるべき方向は何か。先にも

↓ 地区連合自治会

単位自治会や連合自治会の結成過程についての詳

細は，筒井，宮本論文をみていただくとして、簡

単に連合自治会の結成にふれてみる。美しヶ丘連
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　合自治会の中心はたまブラーザ団地にある。43年

　3月たまブラーザ団地に住民が入居を開始すると

　同時に,分譲住宅であるため管理組合が結成され

　だ。初代管理組合理事長は単に財産管理だけでな

　く,郵便局・交番の誘致，学校問題解決のために

　奔走するのであるが，そのようなたぐいの活動は

　組合規約上管理組合名ではなしえず，また対外折

　衝,においても個人名やたまプラーザ団地名だけで

　は関係機関が相手にしないため，別途組織の結成

　が要求された。そこで組合理事長は自治会づくり

　をけじめ，まず地域の社宅・寮に自治会結成をは

　たらきかけた。その際，地域に面識がないことと

　早急に自治会を結成する必要にせまられていたた

　め，それぞれの社宅・寮の本社に交渉したのであ

　る。だが社宅・寮の住民は,内部に厚生施設が整

　っていたこと,当地に永続的に居住する意思がな

　かったことにより、自治会組織の必要性をもたな

　かった。にもかかわらず組合理事長の本社役員へ

　の個人的面識による圧力が，社宅・寮の社員への

　圧力に転化してきたこと，郵便局・交番誘致等の

　問題に正面きって反対しえぬことにより，非常に

　消極的ながら社宅，寮の住民は自治会結成の旗上

　げをしたのである。そしてそれはそのまま連合自

　治会結成にむけられた。いってみれば単位自治会

　から連合自治会結成の要求があったのではなく，

　当初から連合自治会結成のために単位自治会結成

　がはかられたといってよい。ところが中心になる

　はずだったたまプラーザ団地においては，管理組

合が実質的に自治活動を代行してきたため住民が

　自治会組織をつくる必要性を意識しなかったこ

　と，管理組合費の上にさらに自治会費をおさめる

　ことやそれまでして地域に奉仕することへの反発

　があったため，今もって名称だけのたまプラーザ

　団地自治会になっているのである。組合理事長が

　理事長り座にあった時はまだよかったが、昨年理

　事長が辞任して以来は彼一人が自治会を代表して

いるだけで，しかも組織的実体をなんらもたぬた

まプラーザ団地自治会代表が美しケ丘連合自治会

長を兼任しているのである。美しケ丘連合自治会

は，組織として，当初郵便局・交番問題解決のた

めの関係機関と折衝を行うということで存在証明

をもっていたようであるが，現在は夏に地域の盆

祭り大会をやるだけの機能しかもてないのであ

る。活動してないのではなく，単位自治会から会

費が徴収しえぬため資金不足で動きがとれないの

である。そのため区からおろされてくる地域振興

費＜１世帯180円＞のうち半分は，盆祭り大会の

費用に使用するという｡名目で連合自治会が天引し

ている事態なのである。このように要求集団を構

成するにたりうる要因を当初具備していたにもか

かわらず，上から強引に操作的に連合自治会が結

成されたため，宙にうき機能しなくなった美しケ

丘連合自治会にくらべて，左近山連合自治会の形

成はスムースにいったといえる。単位自治会をつ

くる段階では，自治会づくりの考え方の相違によ

る住民間の抗争や管理組合との対立がなかったわ

けではないが，入居時に応じて単位自治会づくり

が始まり「２街区，小高,1街区と相次いで自治

会が結成され，これら３自治会の間では，月１回

の定例連絡会議，その他臨時連絡会議がもたれて

きました。更に本年く昭和45年>5月，市沢自治

会が結成されましたが，それに際し，共通の問題

を持ち，共通の利益を求めるこれら４自治会は，

早急に連合自治会を結成し，諸問題の解決にあた

ることを確認して」＜左近山連合自治会結成総会議案

書，P,2＞スムースに連合自治会が形成されたの

は，単位自治会の構成地域が美しケ丘ほど拡散し

てなかったこと，ほぼ同大の経済力をもつ社会層

が入居して内部に社宅・寮などが存在しなかった

こと，単位自治会のみではどうしても解決しえな

い日常生活の基本的な共通利害にかかわる問題を

かかえていた，などの客観的条件がある。しかし
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単にそれだけでなく主体的条件として,単位自治

会がすでに何程かの活動実積をもっていたこと，

連合自治会結成準備萎員の自治会活動に対する基

本理念が，居住者の話しあいで生活環境を改善

し，団地生活をエンジョイすることにあったと同

時に，それら活動家が労働運動関係者や自治会活

動の経験者であったため，具体的なプラニングの，

作製が緻密になしえた，などということがある。

そのプラニングを「左近山連合自治会結成議案書」

の活動方針案にみてみると，

＜２＞団地の環境改善に努力しましょう

イ，医療機関の充実・拡大と公立病院の配置を関

係機関に要望していく。とくに日常，保健所との

連絡を取り医療機関の不備を補っていく。ホーム

・ヘルパーを団地に配置させるよう県・市に要望

する。ロ，バスのラッシュ時の増発・始発時の延

長について改善する。ハ，バス路線を分散路線に

するように積極的に関係機関に働きかけ，実現を

期す。ニ，防犯・防火施設の充実及び交通安全対

策を関係機関に要望する。

＜３＞教育環境の改善

イ，第１小学校にプールの建設を要望する。ロ，

新街区の第２小学校の建設を促進するように要望

する。ハ，中学校の建設を要望する。ニ，公立幼

稚園の建設と保育所の増設を要望する。

＜４＞荷物の集配達の実現

イ，左近山団地も荷物の集配達地域に入れるよう

関係機関に強く要求する。ロ，当面は，自治会に

おいて一括配達を受けるようにし，各戸に連絡す

る。具体的な方法は役員会において緊急に結論を

出し，近く実現させる。ハ，郵便物の配達につい

ても適正配達がされるように働きかける。

＜５＞消費物価について考えよう

イ,団地内の商店街と日常的に意見の交換を行う。

ロ，自治会が共同で物質の紹介，斡旋を行うこと

にする。ハ，横浜市の協力により団地牛乳冷蔵庫
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　の建設が本年度中実現するることになりました。こ

の冷蔵庫の運営に当っては，連合自治会が責任と

義務を負っていく。事業部を中心に具体策を検討

し結論を出す。

＜6＞文化＜サークル＞体育活動に参加しよう

イ，文化＜サークル＞活動を充実しよう。ロ,体

育活動を活発に行いましょう。ハ,文化・体育活動

の行事計齢は各専門部において早期に検討する。

ニ，青少年対策問題について，ＰＴＡなどと連絡

をとりながら対策を促進してゆきましょう。ホ，

団地内の学校を解放校＜体育館その他学校施設＞

　にするように働きかける。

　＜７＞本年度の大きな行事として,①８月に盆祭

り大会を開催する。②秋に団地体育祭を開催す

　る。③少年ソフトボール大会、少女ドツチボール

　大会を８月に開催する。④大人のソフトボール大

　会，ママさんバレー大会も開催する。

　＜８＞広報を定期的に発行しましょう

　以上のうち，＜７＞＜８＞は各単位自治会費100

円のうち１世帯20円の割合で上納されてくる連合

　自亜会費をもとに,すでに実施され七おり，＜４＞

　＜５＞も連合自治会の活動となっている。また

　＜２＞＜３＞の問題に対しては,各単位自治会段

階ですでに市・区に要望書を出していたが,さら

に連合自治会としても陳状をなしている。それば

かりでなく，現在保土ヶ谷バイパス建設による騒

音問題に対しては，環境対策部を設置し，二重窓

　とりつけ等について市・公団・建設省と直接折衝

　を行い，解決までとはいかなくとも一定の効果を

　あげ，着々ど実積をつみあげている。運営上の問

　題点としては，組織的に，連合自治会役員と各単

　位自治会役員が二重化し，連合自治会の運営委員

　会は実質的には各単位自治会役員の拡大会議とな

　り，敏速な活動をもてなくなったり、あるいは運

　営委員会の席場で各単位自治会の問題が話された

　りして，連合自治会としての独自性に欠く面をも



うているという。そのため活動の中心は，会長・

副会長・事務局長・婦人代表の三役が担ってい

る。また連合自治会は、内部的には調整機関であ

り、決定はあくまで単位自治会への答申であって

強い拘束力をもたぬため，連合自治会決定が単位

自治会段階で実行される時に足並みがそろわぬ場

合もあるという。

いずれにしも、左近山連合自治会は内部的には

非常にゆるいワクをもった調整機関であり，団地

内力文化・娯楽事業の主体でもあるが，対外折衝

においては上の活動方針案を一見すればわかるよ

うに，関係機関に＜要望する・要求する・働きか

ける＞という要求集団の性格をもつ地域利益の代

表機関であることを強く示している。そのことは

連合自治会の役員は毎年交代するより，一定期間

専従の方がよいという役員の意見にも表われてい

る。それによれば,連合自治会が対外的に折衝す

るような問題は，左近山団地だけでなくその周辺

も含めた地域的広がりをもつ問題が多く、地域が

広がれば地区が特殊性をかかえでいるため調整に

時間がかかること，そして問題を先どりして住民

に具体的政策をもった展望を示す必要があるこ

と、したがって役員には時間的余裕と政策形成能

力・指導力が要求されているからであるとする。

このような代表機能に連合自治会の独自性がある

とすれば，現在の行政意思にとり、それはまこと

に扱いにくい組織であろう。団地住民は行政に対

して非協力的であるという言葉の裏には，連合自

治会や自治会・町内会という住民組織は，前提的

に行政の補完団体であるから，したがって行政意

思の承認機関であるから、協力するのは当然であ

るどいう考え方があり、他に市・区に要求するるな

らばその代償行為として当然行政にも協力すべき

という考え方がある。前者の意識は,長年の市・

区の住民組織への対応が慣習化した行為の結果で

あごことについではすでにふれた。後者について

　は，左近山団地では行政に非協力的であるとは思

　っていないし，むしろ積極的に協力していると言

　明しているのである。その落差が最もあらわれて

　くるのは募金業務についてである。通常，業務依

　頼は区市民課から各単位自治会に連絡されるが，

　左近山団地全体にかかわる大口業務や募金関係業

　務は連合自治会が窓口になり,そこで協力・非協

　力の選択がなされている。例えば観光協会分担金

　は当地に無関係であるし，共同募金・赤十字募金

　等は住民各自が職場で寄付しており，そもそも福

　祉行政は個人の浄財に依存すべきではなく，国や

　自治体でやるべきだという判断なのである。しか

　もこの判断は，行政側は連合自治会役員の独自の

　判断であるとみているが，必ずしもそうとはいえ

　ない。しかし争点は募金の性格にあるのである。行

　政と募金団体との関係は，任意の行政協力でしか

　ないのであるし，目標額を割当てられた自治会・

　町内会は自治会費から募金額を上納しているーだ

　から地域振興費は実質的に払いもどされる一とい

　う実態をみれば，むしろ行政側に反省が求めら

　れるべきである。それに会費形式をとる体育協会

　費・防犯協会費などは，実質上募金と同質のもの

　になるので，住民にとってみればそんなに募金に

　応じたら税金の二重取りにおうじるようなものだ

　というのは自然の感情であろう。逆に団地住民に

　してみれば，何も市・区におねだりしているわけ

　ではなくて、日常生活上がまんすればできないこ

　ともないという意味で消極的な問題ではあるが，

それが日常的にかかわる問題であるために要求し

　ているので，現在の地域開発に対する市・区の対

　応が問題発生の一担をになっている以上当然の行

　為であるとしているのである。結論的にいえば，

　行政の側の非協力的であるという考え方のいずれ

もが、自分達はパブリックの主体であるという自

負を無意識的に肯定しており，住民組織ことに団

　地の自治会や連合自治会の側は、自治体をサービ
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ス機関と把握しているのである。ここにこそ協力

と非協力のみぞがあり，行政意思と半ば一体化し

半官半民の組織となっている市連・区連と自治

会・連合自治会との微妙な差異があるといえるだ

ろう。

左近山団地の場合，連合自治会は解決集団への意

向を示しているが，基本的にはやはり要求集団で

ある。そしてこの要求集団は左近山団地に必らず，

一般に組織が政治色・宗教色をもつのを極度に警

戒・排除している。それは要求集団たることの本

来的性格ともいえるが，団地自治組織であること

からくる原因を若干さぐってみるならば次のこと

がいえよう。

①団地は住居形態上，相互のコミュニケーション

が空間的＜階段＞関係になりやすいこと，一挙に

大量に相互に未知の人々が集合するので他の棟の

人間とのコミュニケーションは機能的関係になり

やすいこと＜性別・年令によるちがいはある＞，

入居した土地への永住意識が，特に賃貸住宅・社

宅・寮にすむものはうすいこと，などが組織のワ

ク，すなわち縦横の人間関係をゆるやかにする。

一般に政治・宗教組織においては，それに属する

ことが重要な意味をもつにもかかわらず，団地の

場合は属さないことが重要な意味をもち，通常そ

のような人は異常人として扱われていることは団

地の組織の特性を示している。そのことは団地自

治会役員は職能的には権力的色彩をもつが，構造

的には権力保持者とはいえないことを意味するで

あろう。したがって団地組織はそれほど強力な政

治・宗教イデオロギーを必要としないわけであ

る。②団地は一夜にして城がたつように地域住民

との接触が全くないままに成立する。したがって

どうしても地域への壁ができると同時に，外に対

しては城壁内の共通利害を媒介に漠然とした一体

感がかもしだされる。＜内＞意識が＜家＞意識に

転化するのであろうか。家で政治・宗教問題が語

られ，それによって対立するととが少い日本的精

神構造りようなものが、ライフタウンではなくべ

　ッドタウンとして宅地開発がなされた結果，団地

　にうみ出されているようだ。だから政治・宗教活

動は外の世界，つまり各自の職場でやってほしい

　という意識が強くみられるのである。③団地には

　社会的・経済的に一定の階層の人々が入居してく

　るのでの，当初非常に均等性をもち、かつ団地全

　体としての生活上の基本的共通利害をかかえてい

　るにもかかわらず，住民個人は必ずしも活動的で

　もなければ組織化しやすいものでもない。それは

　入居してくる層がいわゆる小市民層である時，上

　の団地内の人間関係に規定されて一層強められ

　る。同時に，裏をかえせば社会的な広がりをもつ

　生活上の問題が，日常生活的であるがゆえに現象

　的には個人の問題として捉えられやすいこと，団

　地自体が地域にスプロール化されて存在するため

　社会化した形で問題を提起しにくいことがある。

　すなわち大義名文が成立しにくいととである。そ

　のため自治会組織づくりに積極的な人は少数であ

　り，しかも一定の型をもつようである。例えば政

党・労働運動に関係している人，社会的自己顕示

欲をもつ人，サークルマニア的な人などである。

そして団地の人間関係がゆるやかなため，それら

のいずれの人が自治会組織・運動のりーダーシッ

プをにぎるかによって自治会の運営・性格が大き

く左右されるし，またリーダーのパーソナリティ

が大きなファクターとなる様相を呈してくるので

ある。それならなぜ自治会組織が政治・宗教色を

公然化できないのか。団地自治会のよ与な組織に

直接政治的・宗教的イデオロギーをもちこむと,

要求集団から解決集団への転化がせまられ，した

がって当然にもイデオロギ一上の判定が重要課題

となり，その判定をめぐる抗争・対立が，団地が

外への広がりをもたぬために沈澱し，固定化しや

すくなる。そうすると生活上の基本的諸問題自体
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についての内部調整がとれなくなるわけで，団地

住民はそのような事態を恐れるのである。

以上が，団地自治会がイデオロギーぬきの，すな

わち大義名文ぬきの要求集団にならざるをえない

理由のように思われる。またそれゆえに，パブリ

ックの意識をもつ行政からみれば，エゴイステッ

クな集団と映るのであろう。しかし，団地自治会

組織は大義名文をもっべきだというわけではない

が，やはりパブリックの問題は避けて通ることの

できぬものであろうし，それに対しては，連合自

治会組織に大きな役割が課せられているように思

う。

５

要求集団と解決集団という術語は，まだテクニカ

ル・タームとして成熟したものではない。それは

既成の組織である市連・区連や旧来の町内会と団

坤を母体にした自治会・連合自治会のあいだにで

てきた微妙な差異を増幅して知るために便宜的に

使用したものである。そのかぎりにおいて，調査

地点内の団地，ことに左近山団地に要求集団の性

格が強く表われていることを指摘したものであ

る。しかしいちおう要求集団と解決集団の性格を

対極概念でもっていいあらわすならば，前者は他

立的・受動的・即物的・契約的・一時的，後者は

自立的・能動的・理想的・誓約的・接続的とでも

いえるであろうか。

なお拙稿は多くの点で市・区の関係職員ならびに

調査地点内の自治会役員からの事情聴取によって

いるが，何分にも短期間で狭い範囲での事情聴取

であったため，実態を充分把握したといえない面

がある。それについては今後おぎなっていきたい

と思う。また文中における被聴取者の発言につい

ては，できるだけ正確に表現したつもりである

が，その点についての責任は一切私にあることを

明記しておく。

＜中央大学大学院博士課程＞

おわりに
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